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はじめに

　本書は、社会保険労務士試験の試験科目について全く知識がない人でも、試験に合格
する水準の知識を確実に身につけることができるように編成したものです。このため、
本書の記載にあたっては、わかりやすさを最も重視しました。
　ここでいうわかりやすさとは、基本・単純事項に絞るということではありません。本
書で目指したわかりやすさとは、体系的に理解しながら学習できるということです。
　学習の当初から細部ばかりを見ていると、全体像が掴めなくなり、体系的な理解がお
ろそかになりがちです。そこで本書では、各法律の趣旨を身近に感じていただけるよ
う、全科目の概要がわかるスタートアップ講座と、各法律の冒頭にはオリエンテーショ
ンを置きました。また、本文は各法律の核となる基本事項を中心に編成し、補足の知識
を欄外に記載することで、最初にそれぞれの規定の全体像を把握した上で、段階を踏ん
で理解を深めていくことができるようにしています。
　なお、本書は、コンパクトにまとめるということにもかなり力を入れました。もちろ
ん、コンパクト化は、本試験の出題実績や傾向を十分に研究し、重要度別にメリハリを
つけた上で行っています。したがって、余計な脱線をすることなく、本書１冊をじっく
り学習することが、合格への最短コースを選択することになるでしょう。
　また、本書の最大の特徴でもあるフルカラーレイアウトは、2016年度版からの試みと
なりますが、おかげ様で多くの受験生に支持をいただくことができました。
　2019年度版では、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」のう
ち、2019年4月までに施行される内容を中心とした法改正への対応を丁寧に行い、本文
の記載内容についても、最新の本試験傾向を踏まえ、１つ１つ見直しを行いました。
　最後に、本書を十分に活用し、日々の努力を続けることによって、皆様が社会保険労
務士試験合格の栄冠を手にされることを心よりお祈りいたします。

　　2018年10月

TAC社会保険労務士講座　講師一同

　本書は、2018年９月５日現在において、公布され、かつ、2019年本試験実施要綱が
発表されるまでに施行されることが確定しているものに基づいて作成しております。
　なお、2018年９月６日以降に法改正のあるもの、また法改正はなされているが、施行
規則等で未だ細目について定められていないものについては、2019年２月上旬より、下
記ホームページにて改正情報を順次公開いたします。

TAC出版書籍販売サイト「サイバーブックストア」
https://bookstore.tac-school.co.jp/
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本書の特長と効果的な学習法

２　オリエンテーション　　これから学ぶ法律の概要を知ろう！

１　スタートアップ講座　　社労士試験で学ぶ内容をざっくり知ろう！

各CHAPTERの冒頭には、オリエンテーションがあります。初学者の人でも
安心して学習スタートを切ることができます。

本書の最初に、社労士試験の初学者向け
に「スタートアップ講座」を用意しまし
た。ここでは、これから学ぶ10科目分の内
容をざっくりと知ることができます。ま
た、今年は大きな法改正もあるため、主要
なものについては「法改正ポイント講義」
で紹介しています。

各CHAPTERの
概要を知ろう

各CHAPTERの試験傾向を知ろう

はじめての社労士試験

  スタートアップ講座
各科目の具体的な内容に入る前に、
社労士試験の勉強で学ぶ科目のことを
ここでざっくりご紹介します。

By　滝澤ななみ

特 別 企 画

ガイダンス

ガイダンス
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労働関係科目で
学習することPart1

労働基準法CH1

労働基準法CH1
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120

オリエンテーション
CH２●労働安全衛生法

労働安全衛生法の全体像

労働安全衛生法は、労働者の職場での安全と健康にかかわる事柄を定めた法律で
す。各Sectionの概要は次のとおりです。

目的等Section
１

 2

121

CH 

２ 

安
衛

安全衛生管理体制ⅠSection
２

安全衛生管理体制ⅡSection
３

事業者等の講ずべき措置等Section
４

 3

124

傾向と対策
労働安全衛生法は、範囲が広いですが、出題される項目は、安全衛生管理体制、健康

管理（健康診断、面接指導）が中心となります。専門用語が多く、また、細かい数字な
ど暗記しなければならない事項もたくさんありますが、ていねいに学習し、基本事項に
ついてはマスターしておきたいところです。近年では、「労働者の危険又は健康障害を
防止するための措置」（事業者等の講ずべき措置等）に関する問題も目立つようになっ
ています。また、「長時間労働者からの申出による面接指導」や派遣労働者に対する労
働安全衛生法の適用に関する問題も本試験でしばしば問われていますので、今後も注意
が必要です。派遣労働者に関しては、横断的に整理しておくとよいでしょう。さらに、
法改正により新設された面接指導（研究開発業務従事者への面接指導、特定高度専門業
務・成果労働制の対象労働者への面接指導）等にも注意しておきたいところです。

選択式
条文ベースで問われることが多いのですが、うっかり見落としてしまいそうな語句か

らの出題もあります。省令や通達などからの出題もみられますが、まずは、法本則の条
文の語句を1つ1つ確認していきましょう。普段の学習の際に、これらの語句を意識し
て読み込んでいくことをお勧めします。
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択一式
比較的平易な問題がみられる一方、まったくみたことのないような箇所から出題され
ることもあります。このような難問は、非常に細かい規定からの出題であることが多く、
知らなければ解けないような問題であり、時間を割いて難問対策をするのは、効率的と
はいえません。まずは、本書に記載してある事項をしっかりと把握し、基本項目が出題
されたときには、確実に得点できるようにしておきましょう。
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●全体像
科目の全体像を示す、重要な骨格
を図示していますので、しっかり
目に焼き付けておきましょう。

●各Sectionの概要
各Sectionの具体的な学習項目を
ここで一気に確認することができ
ます。

●各Sectionの出題実績
過去５年間の本試験における出題実
績を、パッと見てすぐわかるよう、
数値とグラフで示しています。
Section別の学習配分を決める際
や、出題傾向の把握に役立ててくだ
さい。

●傾向と対策
異なるアプローチが要求される選択
式と択一式試験について、それぞれ
の出題傾向等を示しながら、留意す
るポイントを的確に示しています。
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３　いざ本論学習！　　合格レベルの知識を身につけよう！
いよいよ学習スタート。まずは、「本文」をじっくり、力を入れて読み込み

ましょう。「サイド記載」については、初学者の人は、１周目は飛ばして読ん
でかまいません。ただし、初学者であっても負担感がなければ、「本文と併せ
て読む」ことをお勧めします。学習としては、そのほうが「効率的」です。

◆学習上の優先順位の付け方
【教科書読み込み１周目】
本書記載の内容は、すべて本試験において重要度の高いものに絞っています。まず１
周目はＡ～Ｃランクに関係なく順番に読み進めていき、全体を体系的に理解していきま
しょう。
【教科書読み込み２周目、３周目】
２周目以降は重要事項をしっかり「覚える」作業です。Ａランクのものから順にマス
ターしましょう。学習時間があまりとれない人は、Ａランク、Ｂランクを中心にマスタ
ーするようにしましょう。
【７月以降の直前期】
教科書の内容が一通りマスターできているか、重要度の高
いＡランク、Ｂランクのものがきちんと理解できているか、
確認しましょう。時間が思うようにとれない人は、Ａランク
のものだけでも最低限マスターするようにしましょう。
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CH１　労働基準法

● は、労働基準法の根幹ですので、きちんと押さえておきまし
ょう。
● は、何を禁止しているのか、条文の語尾に注意して読みまし
ょう。
● の労働者と使用者の定義は、しっかりと覚えましょう。

1

2

4

このSectionの
ポイント

CH１●労働基準法

労働基準法の基本理念等Section
1

労働基準法は、労働条件の「最低の基準」を設けることによ
って、労働者を保護する法律として、昭和22年に制定されたも
のです。
また、労働条件を、労使が「対等の立場」において決定する

ことも、労働基準法の基本理念です。このSectionでは、こ
のような労働基準法の基本理念について学習します。

労働基準法の基本理念
（労働者保護）

最低基準の設定

▲　労働条件  ▼

労使対等の立場による決定

1 労働基準法の基本理念等 A

1 労働条件の原則（法1）
「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必
要を充たすべきものでなければならない。」とされています。
H27-1A これは、日本国憲法第25条第1項の「すべて国民は、
健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」という
規定と同様の宣言的規定といえます。H25-5A  H28-1ア

また、「労働基準法で定める労働条件の基準は最低のもので
あるから、労働関係の当事者※1は、この基準を理由として※2労
働条件を低下させてはならないことはもとより、その向上を図
るように努めなければならない。」とされています。H25-5B

労使の合意がある場
合は？
労働基準法の基準を理
由に労働条件を引き下
げることは、たとえ労
使の合意に基づいたも
のであっても違反行為
になる。

※１発 展

他の理由での変更
は？
労働基準法の基準を主
たる理由として労働条
件を低下させてはいけ
ないが、社会経済情勢
の変動等他に決定的な
理由がある場合には本
条に抵触しない。

参 考 ※２
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Section1　労働基準法の基本理念等

労働基準法に規定する労働条件の基準（例えば1日8
時間勤務が上限）が会社の就業規則に定める基準（例
えば1日7時間勤務）より低いことを理由として、就
業規則に定める労働条件を労働基準法の水準にまで引
き下げる（1日8時間勤務にする）ことは、本条違反
になる。

試験
対策

2 労働条件の決定（法2）
「労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定
すべきものである。労働者及び使用者は、労

ろう

働
どう

協約
やく
※3、就業規

則※4及び労働契約※5を遵守
しゅ

し、誠実に各々その義務を履
り

行
こう

しな
ければならない。」とされています。労使対等の立場を基本理
念とするとともに、約束事は、労使ともきちんと守りましょう
と宣言しているわけです。H21-1A  H25-5C  H28-1イ

労働協約
労働組合と使用

者又はその団体との間
に結ばれる労働条件な
どに関する協定のこ
と。

語
句

※３

就業規則
労働者が就業上

守るべき規律や労働条
件などについて、使用
者が定めた規則のこ
と。

語
句

※４

労働契約
個々の労働者と

使用者が結んだ、一定
の労働条件の下で労働
力を提供することを約
する契約のこと。

語
句

※５

労働条件
職場における労

働者の一切の待遇をい
う。賃金、労働時間の
ほか、解雇、災害補
償、安全衛生、寄宿舎
等に関する条件も含ま
れるが、採用は含まれ
ない。 H21-1B

 H28-1ウ  H30-4イ

語
句

※７

国籍、信条、社会的
身分以外を理由とす
る差別的取扱いは？
「国籍、信条、社会的
身分」は、限定的に列
挙したものであり、こ
れら以外の理由で労働
条件について差別をし
ても、法3条違反には
ならない。 H23-1A

 H25-5D  H29-5ア

参 考 ※６2 労働者の人権保障 A

法第1条と第2条違反について、罰則の定めはない。
試験
対策

1 均等待遇の原則（法3）
「使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分※6を理由と
して、賃金、労働時間その他の労働条件※7について、差別的取
扱をしてはならない。」とされています。
ここで、「信条」とは、特定の宗教的又は政治的信念のこと

をいい、「社会的身分」とは生来的な地位のことをいいます。
H24-4A

職員と工員、正社員と臨時社員などは、「社会的身分」では
ありません。したがって、「職員は10時始業、工員は9時始業」
とするように職制

せい

上の地位（部長、課長など）により待遇に差
異を設けることは本条違反ではありません（S22.9.13発基17号）。
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本書は、項目ごとに重要度を３段階
で示しています。
　　　　　　　　　〈学習順序〉
Ａ　重要度　高
Ｂ　重要度　中
Ｃ　重要度　低

サイド
記載

本文

す。す。HH25-525-5AA HH28-128-1

働条件働条件の基準はの基準は最最
この基準を理由この基準を理由
はもとより、そはもとより、そ
とされています。とされています。

●赤シート対応
試験対策上とくに重要な語句
は、赤シートで消える色で印刷
し、隠せるようにしています。

重要度がＡの項目のみを抽出した目次です。
重要事項の最終チェックリストとして、最後
の追いこみに活用してください。

CHAPTER１　労働基準法 1

Section１　労働基準法の基本理念等 8

1　労働基準法の基本理念等Ａ  8
2　労働者の人権保障Ａ  9
3　適用事業Ａ  12
4　労働者と使用者の定義Ａ  16

Section２　労働契約等 20

1　労働契約Ａ  20
2　労働条件の明示Ａ  21

労働者 期人身拘束 防止

Section10　 就業規則、監督等その他 
 101

1　就業規則の作成及び届出Ａ  101
2　就業規則の必要記載事項Ａ  102
4　効力関係Ａ  105
8　周知義務Ａ  107

CHAPTER２　労働安全衛生法 115

Section１　目的等 122

1　目的Ａ  122

直前期はコレだけ!!
だけ目次A Part 1

最終チェックにはＡだけ
目次を活用しましょう！
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本文の要素紹介
本文は、社労士試験合格に必要な情報だけを掲載。短期間で最大の効果が出

せるよう、さまざまな要素を盛り込みました。目にやさしいフルカラーで見た
目のメリハリもばっちり。最後まで飽きずに読み進めることができるのもポイ
ントです。
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CH１　労働基準法

● は、労働基準法の根幹ですので、きちんと押さえておきまし
ょう。
● は、何を禁止しているのか、条文の語尾に注意して読みまし
ょう。
● の労働者と使用者の定義は、しっかりと覚えましょう。

1

2

4

このSectionの
ポイント

CH１●労働基準法

労働基準法の基本理念等Section
1

労働基準法は、労働条件の「最低の基準」を設けることによ
って、労働者を保護する法律として、昭和22年に制定されたも
のです。
また、労働条件を、労使が「対等の立場」において決定する
ことも、労働基準法の基本理念です。このSectionでは、こ
のような労働基準法の基本理念について学習します。

労働基準法の基本理念
（労働者保護）

最低基準の設定

▲　労働条件  ▼

労使対等の立場による決定

1 労働基準法の基本理念等 A

1 労働条件の原則（法1）
「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必
要を充たすべきものでなければならない。」とされています。
H27-1A これは、日本国憲法第25条第1項の「すべて国民は、
健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」という
規定と同様の宣言的規定といえます。H25-5A  H28-1ア

また、「労働基準法で定める労働条件の基準は最低のもので
あるから、労働関係の当事者※1は、この基準を理由として※2労
働条件を低下させてはならないことはもとより、その向上を図
るように努めなければならない。」とされています。H25-5B

労使の合意がある場
合は？
労働基準法の基準を理
由に労働条件を引き下
げることは、たとえ労
使の合意に基づいたも
のであっても違反行為
になる。

※１発 展

他の理由での変更
は？
労働基準法の基準を主
たる理由として労働条
件を低下させてはいけ
ないが、社会経済情勢
の変動等他に決定的な
理由がある場合には本
条に抵

てい

触
しょく

しない。

参 考 ※２
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Section1　労働基準法の基本理念等

労働基準法に規定する労働条件の基準（例えば1日8
時間勤務が上限）が会社の就業規則に定める基準（例
えば1日7時間勤務）より低いことを理由として、就
業規則に定める労働条件を労働基準法の水準にまで引
き下げる（1日8時間勤務にする）ことは、本条違反
になる。

試験
対策

2 労働条件の決定（法2）
「労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定
すべきものである。労働者及び使用者は、労

ろう

働
どう

協
きょう

約
やく
※3、就業規

則※4及び労働契約※5を遵
じゅん

守
しゅ

し、誠実に各々その義務を履
り

行
こう

しな
ければならない。」とされています。労使対等の立場を基本理
念とするとともに、約束事は、労使ともきちんと守りましょう
と宣言しているわけです。H21-1A  H25-5C  H28-1イ

労働協約
労働組合と使用

者又はその団体との間
に結ばれる労働条件な
どに関する協定のこ
と。

語
句

※３

就業規則
労働者が就業上

守るべき規律や労働条
件などについて、使用
者が定めた規則のこ
と。

語
句

※４

労働契約
個々の労働者と

使用者が結んだ、一定
の労働条件の下で労働
力を提供することを約
する契約のこと。

語
句

※５

労働条件
職場における労

働者の一切の待遇をい
う。賃金、労働時間の
ほか、解雇、災害補
償、安全衛生、寄

き

宿
しゅく

舎
しゃ

等に関する条件も含ま
れるが、採用は含まれ
ない。 H21-1B

 H28-1ウ  H30-4イ

語
句

※７

国籍、信条、社会的
身分以外を理由とす
る差別的取扱いは？
「国籍、信条、社会的
身分」は、限定的に列
挙したものであり、こ
れら以外の理由で労働
条件について差別をし
ても、法3条違反には
ならない。 H23-1A

 H25-5D  H29-5ア

参 考 ※６2 労働者の人権保障 A

法第1条と第2条違反について、罰則の定めはない。
試験
対策

1 均等待遇の原則（法3）
「使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分※6を理由と
して、賃金、労働時間その他の労働条件※7について、差別的取
扱をしてはならない。」とされています。
ここで、「信条」とは、特定の宗教的又は政治的信念のこと

をいい、「社会的身分」とは生来的な地位のことをいいます。
H24-4A

職員と工員、正社員と臨時社員などは、「社会的身分」では
ありません。したがって、「職員は10時始業、工員は9時始業」
とするように職

しょく

制
せい

上の地位（部長、課長など）により待遇に差
異を設けることは本条違反ではありません（S22.9.13発基17号）。
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●このSectionのポイント
これから学ぶSectionの内容を簡単にま
とめています。Sectionの中で、とくに
重要なことを指摘したり、他の科目と比
較させながら学んだほうがよいことな
ど、全体的なアドバイスとしても役立つ
内容です。

●過去問ナンバー
本試験での出題実績から、過去10年
分を示しています。
H24-1C＝H24択一式問題、問1C
H21-選A＝H21選択式問題、空欄Ａ
科目名の略称は次のとおり。
基：労基、安：安衛、災：労災、
雇：雇用、労：労一、健：健保、
国：国年、厚：厚年、社：社一

●試験対策
本試験での出題が予想さ
れる事項を抽出したもの
です。確実に押さえてお
くようにしましょう。
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2  特定高度専門業務・成果型労働制の対象労働者に
係る労働時間等の適用除外（法41の2）

「労使委員会※1が設置された事業場において、当該委員会が
その委員の5分の4以上の多数による議決により次に掲げる事
項に関する決議をし、かつ、使用者が、厚生労働省令で定める

改正

直近で法改正があった箇所
には改正マークがあります。

「同居の親族のみを使用する事業」に労働基準法は適用
されませんが、これは、例えば、お父さんが社長で息子が
従業員のような会社で、社長と従業員で対立したといって
も、それは、「労使対立」というよりは、「親子喧嘩」とい

うものです。労働基準法は、そのような「労使関係（親子関係）」にま
では立ち入らないということです。

●ひ●と●こ●と

代替休暇を取得※1したときは、当該60時間を超えた時間のうち、
当該取得した代替休暇に対応する時間の労働については、当該
割増賃金を支払うことを要しません。

支払賃金

50％増の賃金

25％増の賃金

通常の賃金

代替可能

０時間 60時間
１箇月の時間外
労働時間

労使協定締結により
割増賃金支払に代え
て代替休暇付与可
割増賃金支払要
（休暇による代替不可）

❶　 代替休暇に係る労使協定の協定事項（則19条の2,1項、2項）
使用者は 代替休暇に係る労使協定をする場合には 次の事

サイド記載の紹介
本文とリンクさせたサイド
記載は、語句の説明や、細か
い内容でも本試験で出題が予
想される事項、本文を読んだ
あとにすぐに確認したい過去
問などをまとめたものです。

502

CH６　労務管理その他の労働に関する一般常識

「最低賃金法」は、労働基準法第28条に「賃金の最低基準に
関しては、最低賃金法の定めるところによる。」とあるように、
労働者の最も重要な労働条件である賃金について、その最低基
準を定めた法律です。

1 目的（法1）
最低賃金法は、賃金の低廉な労働者について、賃金の最低額
を保障することにより、労働条件の改善を図り、もって、労働
者※1の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の公正な競争の
確保に資するとともに、国民経済の健全な発展に寄与すること
を目的としています。H24-選A

2 総則
❶　最低賃金額※2（法3）

最低賃金額は、時間によって定めるものとされています。
 H21-2A※3 H29-2ア

❷　最低賃金の効力（法4‒ⅠⅡ）
使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低
賃金額以上の賃金を支払わなければなりません。
また、最低賃金の適用を受ける労働者と使用者との間の労働
契約で最低賃金額に達しない賃金を定めるものは、その部分に
ついては無効とされ、その無効となった部分は、最低賃金と同
様の定をしたものとみなされます。

❸　除外賃金※4（法4‒Ⅲ、則1）

次の賃金は、最低賃金の対象となる賃金には算入されません
（次の賃金を除いた賃金が最低賃金額以上でなければなりませ
ん。）。

10 最低賃金法 A

注意点は？
賃金が日、月などの時
間以外の期間や出来高
払制などの請負制によ
って定められている場
合は、当該賃金を時間
についての金額に換算
して、最低賃金の効力
の規定を適用する（則
2）。

参 考 ※２

労働者
労働基準法第9

条に規定する労働者
（同居の親族のみを使
用する事業又は事務所
に使用される者及び家
事使用人を除く。）を
いう（法2‒①）。

語
句

※１

最低賃金法第3条にお
いて、「最低賃金額（最
低賃金において定める
賃金の額をいう。）は、
時間又は日によって定
めるものとする。」と
定められている。
解答：×（H21-2A）

※３過去問

注意点は？
「職務手当」「役付手
当」「資格手当」「技能
手当」などの通常の労
働時間、労働日に対応
する賃金は、最低賃金
の対象となる賃金に算
入しなければならな
い。

※４発 展

 50

●ひとこと
実務上での対処法など一歩踏み込んだ内
容を記載しています。このひとことで、
「ナルホド」「フムフム」と納得しながら
読み進めることができます。

フルカラーの図表で、複雑でわかりにく
い仕組みや制度も、パッと見てすぐに頭
に入ります。

本文とサイド記載の※数字は、原則見
開きページ内での通番となっています。
同じ数字が対応していますので、確認
しながら読み進めていってください。

語句の定義や意味を記載して
います。本文を理解するうえ

で重要なので目を通しておきましょう。

応用的な内容のうち、出題実
績が低いものを記載していま

す。必ずしも完全に把握しておく必要
はありませんが、確認をしておきまし
ょう。

応用的な内容のうち、出題実
績が高いものを記載していま

す。確実に合格するためには、ここで
の知識も必要となります。

教科書の記載内容に関連した
過去問を紹介しています。本

試験の問われ方がテキストでも確認で
きるので便利です。

語
句

参 考

発 展

過去問
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Section1　労働基準法の基本理念等

ミニテスト
解　答

労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充た
すべきものでなければならない。（ 1）
労働関係の当事者は、労働基準法で定める基準を理由とするなら
ば、労働条件を低下させることができる。（ 1）
使用者は、労働者の社会的身分を理由として、労働条件について、
差別的取扱をすることは差し支えない。（ 1）
使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金について、
男性と差を設けることは差し支えない。（ 2）
使用者は、暴行によって、労働者の意思に反して労働を強制するこ
とができる。（ 3）
労働者の不利にならなければ、業として他人の就業に介入して利益
を得ることも許される。（ 4）
使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権を行使するために必要な
時間を請求した場合には、拒んではならない。（ 5）
同居の親族のみを使用する事業は、労働基準法の適用事業である。
（ 3）
労働基準法で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務
所に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。（ 1）
労働基準法で「使用者」とは、事業主又は事業の経営担当者のみを
いう。（ 2）

労働基準法で定める労働条件の基準は のものであるから、
労働関係の当事者は、この基準を理由として労働条件を さ
せてはならないことはもとより、その を図るように努めな
ければならない。（ 1）
使用者は、労働者の 、信条又は社会的身分を理由として、賃
金、労働時間その他の労働条件について、 をしてはならな
い。（ 1）

【〇×チェック】

1
1

2
1

3
2

4
2

5
2

6
2

7
2

8
3

9
4

10
4

【穴埋めチェック】

1 Ａ
Ｂ

Ｃ
1

2 Ｄ
Ｅ

2

【〇×チェック】
1 〇
2 ×
設問の基準を理由
に「低下させては
ならない」。
3 ×
差別的取扱をして
はならない。
4 ×
賃金に差を設けて
はならない。
5 ×
設問のいわゆる強
制労働は禁止され
ている。
6 ×
労働者に不利にな
らなくとも、業と
して他人の就業に
介入して利益を得
ることは許されな
い。
7 〇
8 ×
設問の事業は、労
働基準法の適用が
除外される。
9 〇
10 ×
設問に掲げる者の
ほか、その事業の
労働者に関する事
項について、事業
主のために行為を
するすべての者が
含まれる。

【穴埋めチェック】
1
A最低
B低下
C向上
2
D国籍
E差別的取扱

 19教科書の参照項
目番号です。

４　ミニテストで知識を定着！　知識を確実に固めよう！
Sectionの最後に知識確認のためのミニテストを用意しました。教科書で学
んだ知識は、問題での確認が一番定着します。ミニテストには、「〇×チェッ
ク」と「穴埋めチェック」があります。Sectionごとに確実にマスターしてい
きましょう。

ミニテストで間違えたもの
は、問題番号にあるチェック
欄にチェックを入れておきま
しょう。時間がたってからも
う一度チャレンジし、繰り返
し解いて確実に正解できるま
で確認しましょう。

問題集にもチャレンジ！
ミニテストで基本的な内容がマスターできたら、「社労

士の問題集（別売り）」にチャレンジしてみましょう。社
労士の問題集は、本試験と同じ択一式、選択式形式で問題
が構成されています。問題集では、教科書で学んだ知識の
応用力を問う問題も多くあり、最初は難しいと感じるかも
しれませんが、あきらめずに前に進めていけば、必ずでき
るようになります。
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　本書は、労働関係科目と、社会保険関係科目の２部構成となっていて、
Part１とPart２で分解して使用することができる作りになっています。

２冊にバラして使える!!

セパレートBOOK形式
とっても便利！

★セパレートBOOKの作りかた★
①白い厚紙から、色紙のついた冊子を取り外します。
　※色紙と白い厚紙が、のりで接着されています。乱暴に扱いますと、破
損する危険性がありますので、丁寧に抜きとるようにしてください。

②本体のカバーを裏返しにして、抜きとった冊子にあわせてきれいに折り
目をつけて使用してください。

　※抜きとるさいの損傷についてのお取替えはご遠慮願います。

色紙
白い厚紙

色紙をしっかり
持って、ぐいっと
引っぱります。
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試験概要・実施スケジュール

主な受験資格

試験形式

合格基準

受験案内配布 4月中旬～
受験申込受付期間 4月中旬～5月下旬　（平成30年は4月16日～5月31日）

※郵送または試験センター窓口にて申込み
試験日程 8月下旬　（平成30年は8月26日）
合格発表 11月上旬　（平成30年は11月9日）
受験料 9,000円

学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学、短期大学若しくは高等専門学校（5
年制）を卒業した者（専攻の学部学科は問わない）
行政書士となる資格を有する者
※ 　詳細は「全国社会保険労務士会連合会　試験センター」のホームページにてご確認
ください。

社労士試験は「選択式」と「択一式」の2種類の試験形式があり、それぞれの合格基
準を満たして合格となります。

合格基準について、年度により多少の前後がありますが、例年総得点の7割程度とな
ります。それぞれの試験における総得点の基準と、各科目ごとの基準と、両方をクリア
する必要があります。
参考　平成29年度本試験の合格基準
　選択式：総得点24点以上かつ各科目3点以上
　　　　　 （ただし、雇用保険法及び健康保険法は2点以上）
　択一式：総得点45点以上かつ各科目4点以上
　　　　　 （ただし、厚生年金保険法は3点以上）

選択式 8問出題（40点満点〈1問あたり空欄が5つ〉）
解答時間は80分
文章中の5つの空欄に、選択肢の中から正解番号を選び、マークシートに記
入します。

択一式 70問出題（70点満点）
解答時間は210分
5つの選択肢の中から、正解肢をマークシートに記入します。

社会保険労務士試験の概要
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試験科目

過去5年間の受験者数・合格者数の推移

科目名 選択式 択一式
労働基準法 ２科目

混合問題で１問
７問

労働安全衛生法 ３問

労働者災害補償保険法 １問 ７問

雇用保険法 １問 ７問

労働保険の保険料の徴収等に関する法律 なし ６問

労務管理その他の労働に関する一般常識 １問
10問

社会保険に関する一般常識 １問

健康保険法 １問 10問

厚生年金保険法 １問 10問

国民年金法 １問 10問

年度 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

受験申込者数 63,640人 57,199人 52,612人 51,953人 49,902人

受験者数 49,292人 44,546人 40,712人 39,972人 38,685人

合格者数 2,666人 4,156人 1,051人 1,770人 2,613人

合格率 5.4％ 9.3％ 2.6％ 4.4％ 6.8％

詳細の受験資格や受験申込み及びお問合せは
「全国社会保険労務士会連合会　試験センター」へ
http://www.sharosi-siken.or.jp
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　ここでは、独学で合格を目指していくためのフローをご紹介します。
　「みんなが欲しかった！シリーズ」と「無敵シリーズ」でていねいに学習を進めていけば、
合格に必要な知識は着実についていきます。
　2019年度試験での合格を目指し、TAC出版の書籍をフル活用して、がんばりましょう！

「合格への
はじめの一歩」
本気でやさしい
入門書！
社労士試験の全体像、
学習内容のイメージを
つかみましょう！

「社労士の教科書」
「社労士の問題集」
「教科書」を読んで
内容を理解、
「問題集」で教科書の
理解度をチェック！
この繰り返しが知識の
定着につながります。

「合格のツボ　選択対策」
「合格のツボ　択一対策」
「全科目横断総まとめ」
「合格のツボ」で予想問題を
たくさん解き、基本を強化。
「全科目横断総まとめ」で、
知識をさまざまな角度から
整理し、確実におさえましょう。

みんなが

欲しかっ
た！

シリーズ
準拠CD、DVDを使えば
さらに理解がスムーズに！

TAC出版の社労士本　合格活用術
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試験に勝つためのマストアイテム ！！

TAC出版の社労士本は、書籍刊行後に法改正があった場合でも、
法改正情報を、TAC出版書籍販売サイト「Cyber Book Store」で
すばやく公開していきますので、安心して学習に集中することが
できます。全力で独学者を応援していきます！

「社労士の年度別
過去問題集 ５年分」
最新５年分の過去問を解き、
実力チェック！
何度も繰り返し解きましょう！

「社労士の直前予想模試」
今までの学習内容の最終確認として、
予想模試にチャレンジ！
本試験形式の予想問題を
２回分収載しています！

＋Web
サポートも
充実！

2019
年試験

合格！

無敵の社労士
1スタートダッシュ

無敵の社労士
2本試験徹底解剖

無敵の社労士
3完全無欠の直前対策

無敵
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はじめての社労士試験

  スタートアップ講座
各科目の具体的な内容に入る前に、
社労士試験の勉強で学ぶ科目のことを
ここでざっくりご紹介します。

By　滝澤ななみ

特 別 企 画
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Part1
労働関係科目

　まずここでは、最初に学習する労働基準法をはじめ、働く（働
かせる）うえで深く関わってくるルール（法律）について学習し
ていきます。普段意識せず働いていても、そのルールは法律によ
って決められているということがわかるようになります。

2019年度版　みんなが欲しかった！　社労士の教科書

CHAPTER1  ■  労働基準法
CHAPTER2  ■  労働安全衛生法
CHAPTER3  ■  労働者災害補償保険法
CHAPTER4  ■  雇用保険法
CHAPTER5  ■  労働保険の保険料の徴収等に関する法律
CHAPTER6  ■  労務管理その他の労働に関する一般常識
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CHAPTER４　雇用保険法 
オリエンテーション 284（2）

Section１　目的等 292（10）

1　目的等Ａ  292（10）

2　適用事業Ａ  293（11）

3　暫定任意適用事業Ｂ  293（11）

ミニテスト 294（12）

Section２　被保険者等 295（13）

1　被保険者とその種類Ａ  295（13）

2　適用除外等Ａ  297（15）

3　被保険者資格の確認Ｂ  300（18）

4　適用事業に関する届出Ｂ  300（18）

5　日雇労働被保険者以外の被保険者
に関する届出Ａ  301（19）

6　日雇労働被保険者に関する届出Ｂ 
 305（23）

ミニテスト 306（24）

Section３　失業等給付、求職者給付Ⅰ 
 307（25）

1　失業等給付の種類Ａ  307（25）

2　受給資格Ａ  308（26）

3　受給手続Ｂ  315（33）

4　基本手当の日額Ｂ  318（36）

5　所定給付日数Ａ  322（40）

6　受給期間Ｂ  325（43）

ミニテスト 329（47）

Section４　求職者給付Ⅱ 330（48）

1　延長給付Ｂ  330（48）

2　基本手当以外の一般被保険者に係
る求職者給付Ｂ  334（52）

ミニテスト 337（55）

Section５　求職者給付Ⅲ 338（56）

1　高年齢求職者給付金Ａ  338（56）

2　特例一時金Ａ  339（57）

ミニテスト 341（59）
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Section６　求職者給付Ⅳ 342（60）

1　日雇労働求職者給付金Ｂ  342（60）

2　基本手当との調整Ｂ  345（63）

ミニテスト 345（63）

Section７　就職促進給付 346（64）

1　就業手当Ａ  346（64）

2　再就職手当及び就業促進定着手当
Ａ  348（66）

3　常用就職支度手当Ａ  350（68）

4　移転費Ａ  352（70）

5　求職活動支援費Ａ  353（71）

ミニテスト 356（74）

Section８　教育訓練給付 357（75）

1　教育訓練給付金Ｂ  357（75）

2　教育訓練支援給付金Ｂ  360（78）

ミニテスト 360（78）

Section９　雇用継続給付 361（79）

1　高年齢雇用継続給付Ⅰ（高年齢雇
用継続基本給付金）Ｂ  362（80）

2　高年齢雇用継続給付Ⅱ（高年齢再
就職給付金）Ｂ  364（82）

3　育児休業給付金Ｂ  366（84）

4　介護休業給付金Ｂ  370（88）

ミニテスト 373（91）

Section10　 通則、不服申立て、 
雑則その他 374（92）

1　受給権の保護Ｂ  374（92）

2　未支給の失業等給付Ｃ  374（92）

3　不正利得の返還命令等Ｂ  375（93）

4　不正受給による給付制限Ｂ  376（94）

5　就職拒否等による給付制限Ｂ  377（95）

6　離職理由による給付制限Ａ  378（96）

7　二事業Ｃ  379（97）

8　費用の負担Ｂ  381（99）

9　不服申立てＢ  382（100）

10　雑則等Ｃ  384（102）

ミニテスト 386（104）

CHAPTER５　 
労働保険の保険料の徴収等に
関する法律 
オリエンテーション 388（2）

Section１　 総則、保険関係の成立 
及び消滅等 394（8）

1　趣旨Ａ  394（8）

2　適用事業の区分Ａ  394（8）

3　保険関係の成立Ａ  395（9）

4　保険関係の消滅Ａ  397（11）

ミニテスト 399（13）

Section２　事業の一括 400（14）

1　有期事業の一括Ａ  400（14）

2　請負事業の一括Ａ  402（16）

3　下請負事業の分離Ｂ  402（16）

4　継続事業の一括Ａ  403（17）

ミニテスト 404（18）

Section３　労働保険料の種類等 405（19）

1　労働保険料の種類Ａ  405（19）

2　一般保険料の額Ａ  405（19）

3　賃金総額Ａ  406（20）

4　一般保険料率Ｂ  408（22）

5　特別加入保険料の額Ｃ  410（24）

6　印紙保険料の額Ｂ  411（25）

ミニテスト 411（25）

Section４　概算保険料 412（26）

1　概算保険料の申告・納付期限Ａ 
 412（26）

2　概算保険料の申告・納付先Ａ  413（27）

3　概算保険料の額Ｂ  415（29）

4　概算保険料の延納Ｂ  416（30）

5　増加概算保険料Ｂ  419（33）

6　概算保険料の追加徴収Ｂ  420（34）

7　概算保険料の認定決定Ａ  420（34）
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ミニテスト 422（36）

Section５　確定保険料等 423（37）

1　確定保険料の申告期限Ａ  423（37）

2　確定保険料の額Ｂ  424（38）

3　確定精算Ａ  425（39）

4　確定保険料の認定決定Ａ  426（40）

5　口座振替による納付Ｂ  426（40）

ミニテスト 427（41）

Section６　メリット制 428（42）

1　継続事業のメリット制Ｂ  428（42）

2　有期事業のメリット制Ｃ  430（44）

ミニテスト 432（46）

Section７　印紙保険料 433（47）

1　印紙保険料の納付Ｂ  433（47）

2　雇用保険印紙Ｂ  434（48）

3　印紙保険料の認定決定Ｂ  435（49）

ミニテスト 437（51）

Section８　特例納付保険料 438（52）

1　特例納付保険料Ｂ  438（52）

2　特例納付保険料の額Ｂ  438（52）

3　特例納付保険料の納付の勧奨Ｂ 
 439（53）

4　特例納付保険料の納付Ｂ  439（53）

ミニテスト 439（53）

Section９　 督促等、不服申立て、 
雑則その他 440（54）

1　督促Ｂ  440（54）

2　滞納処分等Ｂ  440（54）

3　延滞金の徴収Ｂ  441（55）

4　労働保険料の負担割合Ｂ  442（56）

5　不服申立てＣ  443（57）

6　雑則等Ｃ  444（58）

ミニテスト 445（59）

Section10　労働保険事務組合 446（60）

1　労働保険事務組合の概要Ａ  446（60）

2　労働保険事務組合の認可Ｂ  447（61）

3　労働保険事務組合の責任等Ａ  449（63）

4　報奨金Ｃ  451（65）

ミニテスト 452（66）

CHAPTER６　 
労務管理その他の労働に 
関する一般常識 
オリエンテーション 454（2）

Section１　集団的労使関係法 460（8）

1　労働組合法Ａ  460（8）

2　労働関係調整法Ｃ  464（12）

ミニテスト 466（14）

Section２　個別労働関係法 467（15）

1　労働契約法Ａ  467（15）

2　労働時間等設定改善法Ｃ  472（20）

3　過労死等防止対策推進法Ｃ  473（21）

4　個別労働関係紛争解決促進法Ｃ 
 475（23）

5　パートタイム労働法Ｂ  477（25）

6　男女雇用機会均等法Ａ  482（30）

7　育児・介護休業法Ｃ  487（35）

8　次世代育成支援対策推進法Ｂ  498（46）

9　女性活躍推進法Ｂ  500（48）

10　最低賃金法Ａ  502（50）

11　賃金支払確保法Ｃ  505（53）

12　中小企業退職金共済法Ｃ  507（55）

ミニテスト 509（57）

Section３　労働市場法 511（59）

1　労働施策総合推進法Ｂ  511（59）

2　職業安定法Ｃ  513（61）

3　労働者派遣法Ｂ  519（67）

4　高年齢者雇用安定法Ｂ  528（76）

5　障害者雇用促進法Ｂ  531（79）

6　職業能力開発促進法Ｃ  537（85）
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7　求職者支援法Ｃ  539（87）

ミニテスト 541（89）

Section４　労務管理 542（90）

1　人事情報Ｃ  542（90）

2　雇用管理Ｃ  543（91）

3　能力開発Ｃ  546（94）

4　賃金管理Ｃ  548（96）

5　人間関係管理Ｃ  550（98）

ミニテスト 553（101）

Section５　労働経済、労働統計 554（102）

1　統計に関する基礎知識Ｂ  554（102）

2　労働統計の概要Ｂ  556（104）

ミニテスト 561（109）
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重要度がＡの項目のみを抽出した目次です。
重要事項の最終チェックリストとして、最後
の追いこみに活用してください。

CHAPTER１　労働基準法 

Section１　労働基準法の基本理念等 8（8）

1　労働基準法の基本理念等Ａ  8（8）

2　労働者の人権保障Ａ  9（9）

3　適用事業Ａ  12（12）

4　労働者と使用者の定義Ａ  16（16）

Section２　労働契約等 20（20）

1　労働契約Ａ  20（20）

2　労働条件の明示Ａ  21（21）

3　労働者の長期人身拘束の防止Ａ 
 22（22）

4　解雇Ａ  27（27）

Section３　賃金 36（36）

1　賃金の定義Ａ  36（36）

2　賃金支払の５原則Ａ  37（37）

4　休業手当Ａ  42（42）

Section４　労働時間、休憩、休日 48（48）

2　法定労働時間Ａ  49（49）

5　労働時間等の適用除外Ａ  53（53）

Section６　時間外労働・休日労働 67（67）

1　時間外労働・休日労働Ａ  67（67）

3　三六協定による時間外労働・休日
労働Ａ  69（69）

Section８　年次有給休暇 86（86）

1　年次有給休暇の権利の発生Ａ  86（86）

2　年次有給休暇の成立と効果Ａ  88（88）

3　付与日数Ａ  88（88）

4　付与の方法Ａ  90（90）

5　年次有給休暇中の賃金Ａ  92（92）

6　年次有給休暇を取得した労働者に
対する措置Ａ  93（93）

Section９　年少者、妊産婦等 94（94）

4　妊産婦等Ａ  99（99）

Section10　 就業規則、 
監督等その他 105（105）

1　就業規則の作成及び届出Ａ  105（105）

2　就業規則の必要記載事項Ａ  106（106）

4　効力関係Ａ  109（109）

8　周知義務Ａ  111（111）

CHAPTER２　労働安全衛生法 

Section１　目的等 126（8）

1　目的Ａ  126（8）

2　事業者等の責務Ａ  126（8）

3　定義等Ａ  127（9）

Section２　安全衛生管理体制Ⅰ 129（11）

1　総括安全衛生管理者Ａ  129（11）

3　衛生管理者Ａ  133（15）

4　産業医Ａ  134（16）

Section４　 事業者等の講ずべき措置等 
 152（34）

1　調査等の責務Ａ  152（34）

2　元方事業者の責務Ａ  152（34）

3　特定元方事業者の責務Ａ  153（35）

4　製造業の元方事業者の責務Ａ  153（35）

5　注文者の責務Ａ  154（36）

6　機械等貸与者の責務Ａ  154（36）

7　建築物貸与者の責務Ａ  154（36）

8　その他の措置Ａ  154（36）

Section６　安全衛生教育、就業制限  
 168（50）

2　安全衛生教育Ａ  169（51）

Section７　 作業環境測定、 
作業の管理等 172（54）

2　作業の管理Ａ  173（55）

3　その他健康の保持増進等のための
措置Ａ  173（55）

直前期はコレだけ!!
だけ目次A Part 1
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Section８　健康診断 175（57）

1　一般健康診断Ａ  176（58）

4　健康診断実施後の措置等Ａ  180（62）

Section９　面接指導等 183（65）

1　面接指導の実施等Ａ  183（65）

2　心理的な負担の程度を把握するた
めの検査等Ａ  185（67）

CHAPTER３　 
労働者災害補償保険法 

Section１　目的等 204（8）

1　目的等Ａ  204（8）

2　適用事業Ａ  205（9）

Section２　業務災害、通勤災害 208（12）

1　業務災害Ａ  208（12）

2　通勤災害Ａ  210（14）

Section４　保険給付Ⅰ 223（27）

1　保険給付の種類Ａ  223（27）

2　療養（補償）給付Ａ  224（28）

3　休業（補償）給付Ａ  226（30）

4　傷病（補償）年金Ａ  229（33）

Section５　保険給付Ⅱ 232（36）

1　障害（補償）給付Ａ  232（36）

Section６　保険給付Ⅲ 240（44）

1　遺族（補償）年金Ａ  240（44）

Section７　通則等 250（54）

1　年金給付の支給期間等Ａ  250（54）

4　定期報告Ａ  252（56）

Section10　不服申立て、雑則その他 
 277（81）

2　時効等Ａ  279（83）

CHAPTER４　雇用保険法 

Section１　目的等 292（10）

1　目的等Ａ  292（10）

2　適用事業Ａ  293（11）

Section２　被保険者等 295（13）

1　被保険者とその種類Ａ  295（13）

2　適用除外等Ａ  297（15）

5　日雇労働被保険者以外の被保険者
に関する届出Ａ  301（19）

Section３　失業等給付、求職者給付Ⅰ 
 307（25）

1　失業等給付の種類Ａ  307（25）

2　受給資格Ａ  308（26）

5　所定給付日数Ａ  322（40）

Section５　求職者給付Ⅲ 338（56）

1　高年齢求職者給付金Ａ  338（56）

2　特例一時金Ａ  339（57）

Section７　就職促進給付 346（64）

1　就業手当Ａ  346（64）

2　再就職手当及び就業促進定着手当
Ａ  348（66）

3　常用就職支度手当Ａ  350（68）

4　移転費Ａ  352（70）

5　求職活動支援費Ａ  353（71）

Section10　 通則、不服申立て、 
雑則その他 374（92）

6　離職理由による給付制限Ａ  378（96）

CHAPTER５　 
労働保険の保険料の徴収等に 
関する法律 

Section１　 総則、保険関係の成立 
及び消滅等 394（8）

1　趣旨Ａ  394（8）

2　適用事業の区分Ａ  394（8）

3　保険関係の成立Ａ  395（9）

4　保険関係の消滅Ａ  397（11）

Section２　事業の一括 400（14）

1　有期事業の一括Ａ  400（14）

2　請負事業の一括Ａ  402（16）

4　継続事業の一括Ａ  403（17）
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Section３　労働保険料の種類等 405（19）

1　労働保険料の種類Ａ  405（19）

2　一般保険料の額Ａ  405（19）

3　賃金総額Ａ  406（20）

Section４　概算保険料 412（26）

1　概算保険料の申告・納付期限Ａ 
 412（26）

2　概算保険料の申告・納付先Ａ  413（27）

7　概算保険料の認定決定Ａ  420（34）

Section５　確定保険料等 423（37）

1　確定保険料の申告期限Ａ  423（37）

3　確定精算Ａ  425（39）

4　確定保険料の認定決定Ａ  426（40）

Section10　労働保険事務組合 446（60）

1　労働保険事務組合の概要Ａ  446（60）

3　労働保険事務組合の責任等Ａ  449（63）

CHAPTER６　 労務管理その他の労働に 
関する一般常識 

Section１　集団的労使関係法 460（8）

1　労働組合法Ａ  460（8）

Section２　個別労働関係法 467（15）

1　労働契約法Ａ  467（15）

6　男女雇用機会均等法Ａ  482（30）

10　最低賃金法Ａ  502（50）



（xi）

法1 →法1条
法1-Ⅰ →法1条1項
法1-Ⅰ① →法1条1項1号
法 →単なる法は各CHAPTERの法令（例：CHAPTER1内の法は「労働

基準法」）
令 →施行令
則 →施行規則
（40） →昭和40年（例：（40）法附則→昭和40年法附則、（25）法附則→平成25年

法附則）
労基法 →労働基準法
徴収法 →労働保険の保険料の徴収等に関する法律
労審法 →労働保険審査官及び労働保険審査会法
整備法 →失業保険法及び労働者災害補償保険法の一部を改正する法律及び労働

保険の保険料の徴収等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に
関する法律

労契法 →労働契約法
労働時間等設定改善法 →労働時間等の設定の改善に関する特別措置法
個紛法 →個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律
均等法 →雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
労働施策総合推進法 →労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充

実等に関する法律
派遣法 →労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律
健保法 →健康保険法
国年法 →国民年金法
厚年法 →厚生年金保険法
改正前法 →平成25年改正法施行前厚生年金保険法
国保法 →国民健康保険法
高医法 →高齢者の医療の確保に関する法律
介保法 →介護保険法
社審法 →社会保険審査官及び社会保険審査会法
社保基法 →社会保険診療報酬支払基金法
整備政令 →失業保険法及び労働者災害補償保険法の一部を改正する法律及び労働

保険の保険料の徴収等に関する法律の施行に伴う関係政令の整備等に
関する政令

整備省令 →失業保険法及び労働者災害補償保険法の一部を改正する法律及び労働
保険の保険料の徴収等に関する法律の施行に伴う労働省令の整備等に
関する省令

基金令 →国民年金基金令
廃止前基金令 →公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の

一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令第1
条の規定による廃止前の厚生年金基金令

改定率改定令 →国民年金法による改定率の改定等に関する政令

凡　例 本書の執筆においては、次のとおり略称を用いています。
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措置令 →国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政
令

指定省令 →保険医療機関及び保険薬局の指定並びに保険医及び保険薬剤師の登録
に関する省令

年少則 →年少者労働基準規則
支給金則 →労働者災害補償保険特別支給金支給規則
高圧則 →高気圧作業安全衛生規則
保険医療機関則 →保険医療機関及び保険医療養担当規則
寄宿舎規程 →事業附属寄宿舎規程
厚労告 →厚生労働省告示
厚告 →（旧）厚生省告示
労告 →（旧）労働省告示
基発 →厚生労働省労働基準局長名通達
発基 →厚生労働省労働基準局関係の労働事務次官名通達
基収 →厚生労働省労働基準局長が疑義に応えて発する通達
発労徴 →次官又は官房長が発する労働保険徴収課関係の通達
基災発 →（旧）労働省労働基準局労災補償部長名で発する通達
保発 →厚生労働省（旧厚生省）保険局長名通達
保文発 →民間に対して出す厚生省保険局長名通知
保保発 →厚生労働省保険局保険課長名通達
保険発 →（旧）厚生省医療局保険課長名通達
庁保険発 →（旧）社会保険庁運営部医療課長名通達
庁保発 →（旧）社会保険庁医療部長又は保険部長名通達
保医発 →厚生労働省保険局医療課長名通達
年管発 →厚生労働省大臣官房年金管理審議官名通達
年発 →厚生労働省年金局長名通達
20101 →CHAPTER4の5ケタの数字は「雇用保険に関する業務取扱要領」の

番号です。

　本書は、2018年９月５日現在において、公布され、かつ、2019年本試験実施要綱が
発表されるまでに施行されることが確定しているものに基づいて作成しております。
　なお、2018年９月６日以降に法改正のあるもの、また法改正はなされているが、施行
規則等で未だ細目について定められていないものについては、2019年２月上旬より、下
記ホームページにて改正情報を順次公開いたします。

TAC出版書籍販売サイト「サイバーブックストア」
https://bookstore.tac-school.co.jp/
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オリエンテーション
CH１●労働基準法

労働基準法の全体像

労働基準法は、労働者を保護するために、労働条件の最低基準を定めた法律です。
各Sectionの概要は、次のとおりです。

労働基準法の基本理念等Section
１

 2
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労働契約等Section
２

賃　金Section
３

労働時間、休憩、休日Section
４
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変形労働時間制Section
５

時間外労働・休日労働Section
６

みなし労働時間制Section
７
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就業規則、監督等その他Section
10

年次有給休暇Section
８

年少者、妊産婦等Section
９
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傾向と対策
労働基準法は、ここ数年難化傾向にあります。内容については、法律的な論点や判例
からの出題が増加傾向にあり、平成25年～平成27年は制度趣旨を問う問題も目立ちまし
た。まずは、条文の読み方や制度の趣旨などの基本事項を押さえた上で、教科書の内容
を自分自身で説明できるくらいにしておきましょう。

選択式
選択式においては、平成24年については条文及び通達からの出題でしたが、平成20年
から平成23年まで及び平成25年～平成30年はいずれの年も判例からの出題がみられまし
た。平成22年の「公序に反するもの」、平成23年の「解除条件」など、民法等の知識が
必要な問題が出題されたこともあります。今後も判例からの出題が続くと考えられます。
代表的な判例については、その考え方をきちんと把握し、法律用語についても確認して
おきたいところです。
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択一式
択一式においては、平成24年以降基本事項からの出題が多いですが、高度な知識等を
問う問題も増えてきています。ここ数年の傾向をみると、難しい選択肢はみられるもの
の正解肢が比較的はっきりとしており、判断しやすい問題が多い一方で、民法、刑法の
一般法や労働契約法の知識が必要な出題がみられます。項目別にみると、労働時間、割
増賃金、解雇、年次有給休暇、就業規則等の出題頻度が高くなっています。通達や判例
からの出題が多いのも特徴といえるでしょう。平成27年、平成28年及び平成30年は、事
例形式の問題が出題されています。また、平成24年以降組合せ問題が出題されており、
平成26年、平成29年及び平成30年には個数問題も出題されていますので、1肢ごとの正
誤の判断をより明確に行う必要があります。

0 10 20 30 40 50

Section１

Section２

Section３

Section４

Section５

Section６

Section７

Section８

Section９

Section10

択一式の出題実績

平成26年
平成27年
平成28年
平成29年
平成30年

H30
Section１
Section２
Section３
Section４
Section５
Section６
Section７
Section８
Section９
Section10

H26 H27 H28 H29
5
5
8
4
̶
1
1
3
2
6

5
5
15
3
1
1
̶
̶
̶
5

4
5
6
3
3
5
̶
4
̶
5

10
5
5
3
̶
7
̶
̶
5
̶

4
7
7
3
4
5
̶
̶
1
4

 7



　8　

CH１　労働基準法

● は、労働基準法の根幹ですので、きちんと押さえておきまし
ょう。

● は、何を禁止しているのか、条文の語尾に注意して読みまし
ょう。

● の労働者と使用者の定義は、しっかりと覚えましょう。

1

2

4

このSectionの
ポイント

CH１●労働基準法

労働基準法の基本理念等Section
1

労働基準法は、労働条件の「最低の基準」を設けることによ
って、労働者を保護する法律として、昭和22年に制定されたも
のです。
また、労働条件を、労使が「対等の立場」において決定する

ことも、労働基準法の基本理念です。このSectionでは、こ
のような労働基準法の基本理念について学習します。

労働基準法の基本理念
（労働者保護）

最低基準の設定

▲　労働条件  ▼

労使対等の立場による決定

1 労働基準法の基本理念等 A

1 労働条件の原則（法1）
「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必
要を充たすべきものでなければならない。」とされています。
H27-1A これは、日本国憲法第25条第1項の「すべて国民は、
健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」という
規定と同様の宣言的規定といえます。H25-5A  H28-1ア

また、「労働基準法で定める労働条件の基準は最低のもので
あるから、労働関係の当事者※1は、この基準を理由として※2労
働条件を低下させてはならないことはもとより、その向上を図
るように努めなければならない。」とされています。H25-5B

労使の合意がある場
合は？
労働基準法の基準を理
由に労働条件を引き下
げることは、たとえ労
使の合意に基づいたも
のであっても違反行為
になる。

※１発 展

他の理由での変更
は？
労働基準法の基準を主
たる理由として労働条
件を低下させてはいけ
ないが、社会経済情勢
の変動等他に決定的な
理由がある場合には本
条に抵

てい

触
しょく

しない。

参 考 ※２
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労働基準法に規定する労働条件の基準（例えば1日8
時間勤務が上限）が会社の就業規則に定める基準（例
えば1日7時間勤務）より低いことを理由として、就
業規則に定める労働条件を労働基準法の水準にまで引
き下げる（1日8時間勤務にする）ことは、本条違反
になる。

試験
対策

2 労働条件の決定（法2）
「労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定
すべきものである。労働者及び使用者は、労

ろう

働
どう

協
きょう

約
やく
※3、就業規

則※4及び労働契約※5を遵
じゅん

守
しゅ

し、誠実に各々その義務を履
り

行
こう

しな
ければならない。」とされています。労使対等の立場を基本理
念とするとともに、約束事は、労使ともきちんと守りましょう
と宣言しているわけです。H21-1A  H25-5C  H28-1イ

労働協約
労働組合と使用

者又はその団体との間
に結ばれる労働条件な
どに関する協定のこ
と。

語
句

※３

就業規則
労働者が就業上

守るべき規律や労働条
件などについて、使用
者が定めた規則のこ
と。

語
句

※４

労働契約
個々の労働者と

使用者が結んだ、一定
の労働条件の下で労働
力を提供することを約
する契約のこと。

語
句

※５

労働条件
職場における労

働者の一切の待遇をい
う。賃金、労働時間の
ほか、解雇、災害補
償、安全衛生、寄

き

宿
しゅく

舎
しゃ

等に関する条件も含ま
れるが、採用は含まれ
ない。 H21-1B

 H28-1ウ  H30-4イ

語
句

※７

国籍、信条、社会的
身分以外を理由とす
る差別的取扱いは？
「国籍、信条、社会的
身分」は、限定的に列
挙したものであり、こ
れら以外の理由で労働
条件について差別をし
ても、法3条違反には
ならない。 H23-1A

 H25-5D  H29-5ア

参 考 ※６2 労働者の人権保障 A

法第1条と第2条違反について、罰則の定めはない。
試験
対策

1 均等待遇の原則（法3）
「使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分※6を理由と
して、賃金、労働時間その他の労働条件※7について、差別的取
扱をしてはならない。」とされています。
ここで、「信条」とは、特定の宗教的又は政治的信念のこと
をいい、「社会的身分」とは生来的な地位のことをいいます。

H24-4A

職員と工員、正社員と臨時社員などは、「社会的身分」では
ありません。したがって、「職員は10時始業、工員は9時始業」
とするように職

しょく

制
せい

上の地位（部長、課長など）により待遇に差
異を設けることは本条違反ではありません（S22.9.13発基17号）。
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「差別的取扱」には、不利に取り扱う場合のみならず
有利に取り扱う場合も含まれる。H27-1B  H30-4ウ

試験
対策

2 男女同一賃金の原則（法4）
「使用者は、労働者が女性であることを理由として、賃金に
ついて、男性と差別的取扱いをしてはならない。」とされてい
ます。H21-1C  H24-4B  H25-5E  H27-1C

「女性であることを理由として」とは、労働者が女性である
ことのみを理由として、あるいは社会通念として又はその事業
場において女性労働者が一般的又は平均的に能率が悪いこと、
勤続年数が短いこと、主たる生計の維持者ではないこと等を理
由とすることをいいます。したがって、男女労働者について、
職務、能率、技能、年齢、勤続年数等によって賃金に個人的差
異が生じても本条違反ではありません（S22.9.13発基17号）。
また、「賃金」とは、賃金額だけでなく賃金体系、賃金形態
等を含むので「男性は月給制で、女性は日給制」とするような
ことは本条違反となります。
なお、賃金以外の労働条件、例えば、昇進や定年年齢で女性

を差別することは、別の法律（男女雇用機会均等法）で禁止さ
れています。 ➡ CH６ Sec２６ 参照

理由 差別禁止事項
国籍・信条・社会的身分 労働条件

性別 賃金

3 強制労働の禁止（法5）
「使用者は、暴行、脅

きょう

迫
はく

、監禁その他精神又は身体の自由を
不当に拘束する手段※1によって、労働者の意思に反して労働を
強制してはならない。」とされています。ここで、「労働者の意
思に反して労働を強制」するとは、不当な手段を用いることに
より労働者の意識ある意思を抑圧し、その自由な発現を妨げ、
労働すべく強要することをいい、必ずしも現実に労働すること
を必要としません（S23.3.2基発381号）。H26-1A

「精神又は身体の自
由を不当に拘束する
手段」とは？
暴行、脅迫、監禁のほ
かには、長期労働契約
（法14）、賠償額予定契
約（法16）、前借金相殺
契約（法17）、強制貯蓄
（法18）などがある。

参 考 ※１

「業として利益を得
る」とは？
営利を目的として、同
種の行為を反覆継続す

※３発 展

「何人も」とは？
事業主に限定されず、
個人、団体又は公人た
ると私人たるとを問わ
ない。

参 考 ※２
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職業紹介
求人及び求職の

申込みを受け、求人者
と求職者との間におけ
る雇用関係の成立をあ
っせんすることをいう。

語
句

※４

労働者派遣
一般に、派遣元

で雇用する労働者を、
派遣先の使用者の指揮
命令を受けて、派遣先
のために労働に従事さ
せることをいう。

語
句

※５

時間外行使規定は？
就業規則等に公民権の
行使を労働時間外に実
施すべき旨を定めてお
いて、それを根拠に労
働者が就業時間中に選
挙権の行使を請求する
ことを拒否することは
本条違反である。

参 考 ※６

最高裁判所の判例
は？
使用者の承認を得ずし
て公職に就任した者を
懲
ちょう

戒
かい

解
かい

雇
こ

に附する旨の
就業規則条項は、無効
であり、公職に就任す
ることが会社業務の遂
行を著しく阻害するお
それがある場合におい
ても、普通解雇とする
ことは別として、懲戒
解雇に附すのは、許さ
れないとしている（最
二小S38.6.21十和田観
光電鉄事件）。
 H23-1C  H29-5エ

参 考 ※７

ることをいい、たとえ
1回の行為であって
も、反覆継続して利益
を得る意思があれば本
条違反であり、主業と
してなされると副業と
してなされるとを問わ
ない。H29-5ウ

本条違反については、「1年以上10年以下の懲役又は
20万円以上300万円以下の罰金（法117）」という労働
基準法上最も重い罰則が科せられる。H21-1D H29-5イ

試験
対策

4 中
ちゅう

間
かん

搾
さく

取
しゅ

の排除（法6）
「何

なん

人
ぴと

も※2、法律に基いて許される場合の外、業として他人
の就業に介入して利益を得てはならない※3。」とされています。

H23-1B

ここでいう「法律」とは、職業安定法及び船員職業安定法の
ことです。ただし、職業安定法又は船員職業安定法に違反して、
職業紹介※4等でこれらの法律に定める料金等を超えて金銭等を
収受すると、本条違反となります。また、労働者派遣※5につい
ては、他人の就業に介入したことにはならないので、それが合
法であるか違法であるかを問わず、本条違反となりません。
なお、他人の就業に介入して得る利益の帰属主体は、必ずし

も、当該行為者に限られません。したがって、法人の従業者が
違反行為を行い、その従業者が現実に利益を得ておらず、法人
が利益を得ている場合であっても、その従業者について違反が
成立します（S34.2.16　33基収8770号）。H26-1B  H28-1エ

「利益」とは、金銭以外の財
ざい

物
ぶつ

を含み、有形なると無
形なるとを問わず、使用者から得る利益に限らず、労
働者又は第三者より得る利益も含まれる。

試験
対策

5 公
こう

民
みん

権
けん

行
こう

使
し

の保障※6※7（法7）

「使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公民とし
ての権利を行使し、又は公の職務を執行するために必要な時間
を請求した場合においては、拒んではならない。但し、権利の
行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、請求された時刻を
変更することができる。」とされています。
つまり、使用者は、労働者が労働時間中に選挙権などの「公

民としての権利」を行使したり、裁判の証人として出廷すると
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いった「公の職務」を執行するために、必要な時間を請求した
場合には、拒むことができません。「拒むこと」が禁止されて
いるのですから、拒んだだけで違反になります。その結果、実
際に権利が行使されたかどうかなどが問われるわけではありま
せん。
なお、公民権の行使に係る時間については、有給であると無

給であるとは当事者の自由に委ねられた問題で、無給でもよい
とされています。H24-4C※1 H26-1C

労働基準法第7条は、
労働者が労働時間中
に、公民権を行使する
ために必要な時間を請
求した場合には、使用
者はこれを拒んではな
らないとし、また、当
該時間を有給扱いとす
ることを求めている。
解答：×（H24-4C）
解説：有給扱いとする
ことは求めていない。

※１過去問

公民権の行使

必要な時間の請求 拒否できない

公職の執行

公民としての権利に
該当するものの例

公民としての権利に
該当しないものの例

・選挙権及び被選挙権
・最高裁判所裁判官の国民審査
・地方自治法による住民の直接請求
・選挙人名簿の登録の申出…等

・応援のための選挙活動

・行政事件訴訟法に規定する民衆訴
訟
・公職選挙法に規定する選挙等に関
する訴訟

・一般の訴権の行使

公の職務に
該当するものの例

公の職務に
該当しないものの例 

・衆議院議員等の議員の職務
・労働委員会の委員、検察審査員、
労働審判員、裁判員、審議会の委
員等の職務 H21-1E
・民事訴訟法の規定による証人の職
務

・公職選挙法の規定による選挙立会
人等の職務…等

・予備自衛官の防衛招集・訓練招集
・非常勤の消防団員の職務

労働基準法は、ほとんどすべての「事業（事業場）」に適用
されます。ここでいう「事業（事業場）」は「会社」と同じで

3 適用事業 A
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CH 

１ 

労
基

Section1　労働基準法の基本理念等

はありません。「事業」は、「場所単位の作業体」を意味する言
葉ですので、Aという会社の本店が東京都にあり、支店が千葉
県にあるような場合は、その本店と支店は、別々の事業として、
労働基準法が適用されます。

1 適用事業※2の範囲
労働基準法は、原則としてすべての事業について適用されま
す。これらのうち、主要な事業の種類については、法別表第1
に次のように定められています。なお、1号から5号※3までは
「工業的業種」、6号から15号※3までは「非工業的業種」とも呼
ばれています。

本店（東京都） 支店（千葉県）

Ａ会社

別々の事業

事業を開始したとき
は？
使用者は、遅滞なく、
その事実を所轄労働基
準監督署長に報告しな
ければならない（則57
‒Ⅰ①）。

参 考 ※２

業種を1号から15号
に分けているのは？
労働時間や休憩時間等
の規定については、一
部の業種で異なる取り
扱いとなっているの
で、便宜上、業種を分
けている。

参 考 ※３
号 略称 事業の具体例

1号 製造業

物の製造、改造、加工、修理、洗浄、選別、包
装、装飾、仕上げ、販売のためにする仕立て、
破壊若しくは解体又は材料の変造の事業（電
気、ガス又は各種動力の発生、変更若しくは伝
導の事業及び水道の事業を含む）

2号 鉱　業 鉱業、石切り業その他土石又は鉱物採取の事業

3号 建設業 土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、
修理、変更、破壊、解体又はその準備の事業

4号 運輸交通業
道路、鉄道、軌道（車や汽車が通る道のこと）、
索道（ロープウエイのこと）、船舶又は航空機
による旅客又は貨物の運送の事業

5号 貨物取扱業 ドック、船舶、岸
がん

壁
ぺき

、波止場、停車場又は倉庫
における貨物の取扱いの事業

6号 農林業 土地の耕作若しくは開墾又は植物の栽植、栽
培、採取若しくは伐採の事業その他農林の事業

7号 水産・畜産業 動物の飼育又は水産動植物の採捕若しくは養殖
の事業その他の畜産、養蚕又は水産の事業

8号 商　業 物品の販売、配給、保管若しくは賃貸又は理容
の事業

9号 金融広告業 金融、保険、媒介、周
しゅう

旋
せん

（仲介業のこと）、集
金、案内又は広告の事業
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